


過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法等の施行について 

 

令和３年 12 月 16 日付け３農振第 1881 号農林水産事務次官依命通知 制定 

 

今般、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第 19 号）、過疎

地域の持続的発展の支援に関する特別措置法施行令（令和３年政令第 137 号）及び過疎地

域の持続的発展の支援に関する特別措置法施行規則（令和３年総務省・農林水産省・国土

交通省令第１号）が施行された。 

同法の施行に当たっては、既に「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の施

行について」（令和３年４月１日付け総行過第 23 号・２農振第 3808 号・国国地第 99 号・

２文科施第 497 号・厚生労働省発政総 0401 第４号・20210329 地第３号・環自総発第

2104016 号総務大臣、農林水産大臣、国土交通大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、経済

産業大臣、環境大臣通知）が発出されたところである。特に過疎地域における農林水産業

の振興に当たっては、次の点に留意の上、上記の法令の円滑な運用に格段の配慮をされる

とともに、貴局庁管内都道府県及び市町村に対して周知いただくようお願いする。 

以上、命により通知する。 

 

  



別紙 

 

第１ 基幹道路の指定の手続、経費等について 

１ 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（以下「法」という。）第 16 条第

１項の規定に基づく、過疎地域における市町村が管理する基幹的な農道、林道及び漁

港関連道（過疎地域とその他の地域を連絡する市町村が管理する基幹的な農道、林道

及び漁港関連道を含む。）の指定は、次に掲げる農道、林道又は漁港関連道であって、

その新設又は改築を市町村が行うことが当該市町村の財政的又は技術的水準から見て

著しく困難又は不適当であると認められるものについて行うものとする。 

(1) 農道 

土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）に基づき新設又は変更される農業用道路で

あって、次の要件を満たすもの 

ア 受益面積が 30 ヘクタール以上であること。 

イ 延長が 800 メートル以上で、かつ、幅員（全幅）が４メートル以上であること。 

(2) 林道 

森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第 193 条の規定に基づきその開設又は拡張に

つき国が補助する林道であって、その利用区域の森林面積が 50 ヘクタール以上で

あるもの 

(3) 漁港関連道 

農山漁村地域整備交付金交付要綱（平成 22 年４月１日付け 21 農振第 2567 号農

林水産事務次官依命通知）別表の水産物供給基盤整備事業に規定する漁港関連道で

あって、次のいずれかに該当するもの 

ア 農林漁業用揮発油税財源身替漁港関連道整備事業実施方針（昭和 40 年８月 19

日付け 40 水港第 2989 号農林事務次官依命通知）第２の(1)に規定する主要漁港

関連道であること。 

イ ア以外の漁港関連道であって、事業規模がアの主要漁港関連道と同等以上のも

のであること。 

ウ ア及びイ以外の漁港関連道であって、その路線が市町村の区域を超えるもの又

は延長が 500 メートル以上で、かつ、幅員（全幅）が４メートル以上のものであ

ること。 

２ 法第 16 条第 4 項の規定に基づき市町村に対し経費を負担させる場合には、同項は

単に都道府県の財政負担の軽減を趣旨とするものではなく、市町村に対し基幹道路整

備事業に要する経費の全部又は一部を負担させることにより、基幹道路整備事業の更

なる推進を目指したものであることに留意されたい。 

３ この通知に定めるもののほか、基幹道路の指定につき必要な事項は、農村振興局長、

林野庁長官及び水産庁長官が別に定める。 

 

第２ 国有林野の活用について 



１ 過疎地域持続的発展市町村計画の実施に当たって、過疎地域における生産機能及び

生活環境の整備等のために国有林野の活用が必要である場合には、法第 39 条の規定

に基づき、国は森林・林業基本法（昭和 39 年法律第 161 号）第５条の規定の趣旨に即

して、その円滑な実施が図られるよう配慮することとしている。 

２ 都道府県は、過疎地域持続的発展方針及び過疎地域持続的発展都道府県計画を策定

し、又は過疎地域持続的発展市町村計画の策定について協議を受ける場合において、

国有林野の活用に関する事項が含まれるときは、あらかじめ、当該事項について所轄

森林管理局と十分連絡調整するよう留意されたい。 

 

第３ 株式会社日本政策金融公庫からの資金の貸付けについて 

１ 計画の策定について 

   法第 21 条に基づく農林漁業の経営改善のための計画（以下「経営改善計画」とい

う。）又は農林漁業の振興のための計画（以下「振興計画」という。）の作成に当たっ

ては、別記様式例を参考とされたい。 

２ 経営改善計画及び振興計画の認定基準について 

   過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第 21 条の農林漁業の経営改善又

は振興のための計画に関する省令（令和３年農林水産省令第 24 号）第３条第１号に掲

げる基準については、以下の点に留意されたい。 

(1) 経営改善計画及び振興計画一般について 

ア 同令第１条第５号に規定する経営改善資金又は同令第２条第５号に規定する振

興資金により農林漁業用施設等を共同して導入しようとする場合は、当該施設等

の共同利用に係る管理規程又は共同利用計画が含まれるものであること。 

イ 当該経営改善計画又は振興計画の対象となっている農用地等を含む市町村の過

疎地域持続的発展市町村計画の内容に適合していること。 

ウ 当該経営改善計画又は振興計画の対象となっている過疎地域の市町村以外から

の雇用労働力に依存する割合が低いこと。 

(2) 農業に係る経営改善計画及び振興計画について 

作目の選択について、主産地形成の方向を考慮したものであること。 

(3) 林業に係る経営改善計画及び振興計画について 

人工造林、林道の開設及び経営規模の拡大が計画されているものであること。 

(4) 漁業に係る経営改善計画及び振興計画について 

ア 漁船について、その動力化、大型化又は性能向上が計画されているものであり、

かつ、漁業調整及び水産資源保護にも配慮されたものであること。 

イ 能率的な漁具又は漁法の導入その他の漁業の近代化が計画されているものであ

ること。 

 

第４ 激変緩和措置について 

各種補助事業のうち過疎地域に対する特例措置が設けられているものについては、法



附則第５条に規定する特定市町村の区域（法附則第６条第１項、第７条第１項又は第８

条第１項の規定により特定市町村の区域とみなされる区域を含む。）は、令和３年度から

令和８年度までの間、法附則第５条に規定する特別特定市町村の区域（法附則第６条第

２項、第７条第２項又は第８条第２項の規定により特別特定市町村の区域とみなされる

区域を含む。）は、令和３年度から令和９年度までの間、激変緩和のため経過措置が別途

講じられているので留意されたい。 
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別記様式例
（経営改善計画・個人用） 関 係 機 関 名

年 月 日
可 否

農 林 漁 業 経 営 改 善 計 画 認 定 申 請 書

知事 殿 令和 年 月 日
住 （ふりがな）

申 所
請 （ふりがな）
者 氏

名

振興山村・過疎地域経営改善資金の借入を必要としますので、農林漁業経営改善計画書を添えて申請いたしま
す。

目標年次
農 林 漁業 経営 改善計画 書

令和 年（ 年目）

１．農林漁業経営の現況及び改善目標

年 経 営 主 農林漁業従事日数 区分 現況 目標
① 氏名 と の ②

齢 続 柄 現況 目標 ａ ａ
家 経

田
族 営

普通畑
及 す

樹
び る 園

地
雇 土

牧草地
用 地

農地小計

計 採草放牧地

雇用 常雇 人 臨時雇 延 人 森林

その他

備考 合計

④

区分 現況 目標 農
③ 林

乳牛 頭 頭 漁
家 業

肉用牛 用
畜 施

豚 設
・

鶏 羽 羽 機
械

その他( ) 等

現況 目標
⑤ 生産物名

生 産 生産量 単価 生産額 所得 生 産 生産量 単価 生産額 所得
生 規 模 規 模

産 千円 千円 千円 千円

と

販

売

計

区分 現況 目標 区分 現況 目標

農林漁業所得 千円 千円 税引所得 千円 千円
（Ａ） （Ｅ＝Ｃ－Ｄ）

農林漁業外の所得 家計費
（Ｂ） （Ｆ）

農林漁家所得 農林漁家経済余剰
（Ｃ＝Ａ＋Ｂ） （Ｇ＝Ｅ－Ｆ）

租税公課諸負担 償還元利金
（Ｄ） （Ｈ）

⑥
収
入
及
び
支
出
（
千
円
）
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２．経営改善と所要資金

１年目（ 年）

区 事業内容 資金計画
分 事業量 事業費

借入金 自己 その他
資金 資金

株 千円 千円 千円 千円

式資
会金 経
社の 営
日貸 改
本付 善
政対 資
策象 金
金事
融業
公
庫 計

関
連
事
業

計

合 計

年目（ 年） 合計

資金計画 資金計画
事業量 事業費 事業量 事業費

借入金 自己 その他 借入金 自己 その他
資金 資金 資金 資金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
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３．負債及び償還計画

借入 借入(予定)条件 借入金残高 年間償還元利金
区分 資金名 (予定) 又は

年度 年利 据置期間 償還期限 借入予定額 現況 目標時

年度 ％ 年月 年月 千円 千円 千円

新規
借入金

小計

既往
借入金

小計

合計

４．備考



- 4 -

（経営改善計画・法人用）
関 係 機 関 名
年 月 日
可 否

農 林 漁 業 経 営 改 善 計 画 認 定 申 請 書

知事 殿 令和 年 月 日
住 （ふりがな）

申 所
請 団 （ふりがな）
者 体

名
代表者名

振興山村・過疎地域経営改善資金の借入を必要としますので、農林漁業経営改善計画書を添えて申請いたしま
す。

目標年次
農 林 漁業 経営 改善計画 書

令和 年（ 年目）

１．事業計画の概要

（１）事業目的

（２）事業内容

２．法人の概要

法人の名称 設立根拠法

主な事業所所在地 出資金

設立年月日 構成員数

出資金 従事日数
氏名 年齢 役職名 法人の事業内容

構 現況 目標 現況 目標

成

員

の

状

況

雇用 常雇（現） 人 （目） 人 臨時雇（現）延 人 （目）延 人

３．経営の現況及び改善目標

区分 現況 目標 区分 現況 目標

土 田 ａ ａ 農 建
林 物

地 普通畑 漁 ・
業 施
用 設
施
設 機

家 ・
機 械

畜 械
等 等

生産物名 実績 目標

生 生 産 生産量 単価 生産額 生 産 生産量 単価 生産額
規 模 規 模

産
千円 千円

・

販

売

計
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４．収支実績と計画及び資金運用計画

実績 計画 目標
区分

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

事 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
業
収

収 益

益
事業外収益

収
計

支
生

の
産

実
費 構 成 員 給 与・雇 用 労 賃

績
費 用 減価償却費

と
用 一般管理費

計
借入金利子

画
その他事業外費用

計
年度 年度 年度

当期利益
千円 千円 千円

期首現預金

当期利益（除増殖）

減価償却費

受 増資

資 入 公庫資金
借入金

金 その他

運

用 計

計 前期利益処分

画 今回事業費

支 借入金償還金

出

計

差引次期繰越

（収支実績と計画の基礎）

区分 実績 目標

主
要 生
取 産
引 物
先
・
取 資
引 材
条 等
件

生
産
方
式
・
技
術
指
標
等

収
支
実
績
と
計
画
の
算
出
基
礎
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５．経営改善と所要資金

１年目（ 年）

区 事業内容 資金計画
分 事業量 事業費

借入金 自己 その他
資金 資金

株 千円 千円 千円 千円

式資
会金 経
社の 営
日貸 改
本付 善
政対 資
策象 金
金事
融業
公
庫 計

関
連
事
業

計

合 計

年目（ 年） 合計

資金計画 資金計画
事業量 事業費 事業量 事業費

借入金 自己 その他 借入金 自己 その他
資金 資金 資金 資金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
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６．負債及び償還計画

借入 借入(予定)条件 借入金残高 年間償還元利金
区分 資金名 (予定) 又は

年度 年利 据置期間 償還期限 借入予定額 現況 目標時

年度 ％ 年月 年月 千円 千円 千円

新規
借入金

小計

既往
借入金

小計

合計

７．備考
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（振興計画・法人・団体用）
関 係 機 関 名
年 月 日
可 否

農 林 漁 業 振 興 計 画 認 定 申 請 書

知事 殿 令和 年 月 日
住 （ふりがな）

申 所
請 団 （ふりがな）
者 体

名
代表者名

振興山村・過疎地域経営改善資金の借入を必要としますので、農林漁業振興計画書を添えて申請いたします。

目標年次
農 林 漁 業 振 興 計 画 書

令和 年（ 年目）

１．事業計画の概要

（１）事業目的

（２）事業内容

２．法人・団体の概要

法人・団体の名称 設立根拠法

主な事業所所在地 出資金

設立年月日 構成員数

氏名 役職名 住所 出資金
構

成

員

の

状

況

法人・団体の事業内容

区分 現況 目標 区分 現況 目標

普通畑 ａ ａ 利用料

樹
園 収 収
地

受 支 入
牧草地

益 計
農地小計 計

面 画
採草放牧地 運営費

積

（

森林 減価償却費
等 千

その他 支
円

合計 出）

計

差引余剰

農 区分 現況 目標
林
漁
業
用 構成員の利用料等の
施
設 負担方法
・
機
械
等
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３．施設等の整備事業計画・資金計画

事業内容 資金計画
事業種類 事業費

規模・能力 補助金 公庫資金 自己資金 その他

千円 千円 千円 千円 千円

合計
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４．農林漁業振興と所要資金

１年目（ 年）

区 事業内容 資金計画
分 事業量 事業費 補助金

借入金 自己 その他
資金 資金

株 千円 千円 千円 千円 千円

式資
会金 経
社の 営
日貸 改
本付 善
政対 資
策象 金
金事
融業
公
庫 計

関
連
事
業

計

合 計

年目（ 年） 合計

資金計画 資金計画
事業量 事業費 補助金 事業量 事業費 補助金

借入金 自己 その他 借入金 自己 その他
資金 資金 資金 資金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
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５．負債及び償還計画

借入 借入(予定)条件 借入金残高 年間償還元利金
区分 資金名 (予定) 又は

年度 年利 据置期間 償還期限 借入予定額 現況 目標時

年度 ％ 年月 年月 千円 千円 千円

新規
借入金

小計

既往
借入金

小計

合計

６．備考
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計画記入上の注意事項

経営改善計画 個人用

目標年次 本計画は、申請者の経営状況に応じ５年ないし１０年後を目標年次として作成する
こととし、その最終年次が何年目（令和何年）になるか記入する。

１農林漁業経営の
現況及び改善目
標

①家族及び雇用 「常雇」とは、６か月以上継続して雇用する人とする。
「備考」欄には、経営者が高齢の場合、後継者の有無を記入する。

②経営する土地 借入地は、内数を（ ）で記入する。
「樹園地」は、作物別にみかん園、茶園等と記入する。
「採草放牧地」とは、農地以外の土地で主として耕作又は養畜の事業のための採草又
は家畜の放牧に供されるものをいう。

③家畜 頭数は各年末の頭数とする。
成牛は生後満２年以上のもの、育成牛は生後満２年未満のもの。
羽数は年間を通じての平均的な飼養羽数（常時飼養羽数）とする。
牛、豚及び鶏以外の家畜がある場合には「その他」の（ ）内に具体的な種類を

記入するとともに、その頭数等を記入する。

④農林漁業用施設 「区分」欄に、具体的に建物、施設、機械等の名称を記入するとともに、「現況」欄
・機械等 及び「目標」欄に、棟数、面積、台数等を記入する。なお、施設等が共有の場合は、

棟数等の後にその持分を１／３、１／５等と付記する。

⑤生産と販売 「生産規模」の欄には、作付面積、飼養頭数等を記入する。
「単価」の欄には、生産物の１単位当たり販売価格を円／kg等の単位で記入する。
「生産額」は、「生産量」×「単価」により算出する。

⑥収入及び支出 「農林漁業所得」には、⑤の「生産と販売」の表の「現況」の「所得」欄の計の数字
を記入する。
「農林漁業外の所得」とは、農林漁業以外の事業所得、労賃、給料、配当利子、被贈
扶助収入、補助金、共済受取金等とする。
「租税公課諸負担」とは、各種税金、部落会費、各種組合費、寄付金、共済掛金等と
する。
「家計費」とは、飲食費、被服費、光熱費、住居費、保険衛生費、交通通信費、学校
教育費、教養娯楽費、交際費、慶弔費、その他雑費のうち現金支出部分だけの合計と
する。

２経営改善と所要 経営改善の措置が数か年にまたがる場合には、年次別に計画を記入する。なお、必
資金 要がある場合には、適宜年次の欄を追加して記入する。

「事業内容」欄には、実施する事業の内容、施設等の構造、形式、能力等をなるべく
詳細に記入する。
「事業量」欄には、棟数、面積、台数（大きさ別）、頭数等を記入する。
なお、農業機械化促進法施行令（昭和４０年政令第２０９号）第３条に規定する特

定高性能農業機械を購入する場合には、「事業量」欄に受託面積をも含めた利用面積
を（ ）で記入する。
また、購入する施設等が共同利用施設等である場合には、棟数等の後に申請者の持

分を１／３、１／５等と付記する。
なお、この場合には、「事業費」欄及び「資金計画」欄には、申請者の持分に対応

する負担額のみを記入する。
「資金計画」の「その他資金」欄には、県単独の補助金、市町村単独の補助金等が交
付される場合に記入する。
「関連事業」とは、本計画に関連し、農業近代化資金、自己資金等により実施する事
業とする。

３負債及び償還計 「新規借入金」とは２の資金とする。
画 「既往借入金」とは、申請者のすべての既往の借入金とする。

４重要な変更 重要な変更の承認を受けようとする場合は、変更箇所を朱書きした農林漁業経営改
善計画書を農林漁業経営改善計画変更承認申請書に添付し、都道府県知事に提出する
ものとする。

５備考 事業計画が共同利用施設等の持分に係る場合には、当該施設等の管理運営計画等を
記入する。
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経営改善計画 法人用

目標年次 個人用の目標年次に準じて記入する。

１事業計画の概要 事業目的・内容に関して簡潔に記入する。

２法人の概要 「構成員」は、当該過疎地域内に住所を有する者については、氏名の左側に○印を付
する。

３経営の現況及び 「土地」欄は、個人用の②経営する土地に準じて記入する。
改善目標 「家畜」欄は、個人用の③家畜に準じて記入する。

「農林漁業用施設・機械等」欄は、個人用の④農林漁業用施設・機械等に準じて記入
する。
「生産規模」欄には、作付面積、飼養頭数等を記入する。
「単価」欄には、生産物の１単位当たり販売価格を円／kg等の単位で記入する。
「生産量」欄は、生産量と販売量が異なる場合には、（ ）内に販売量を記入する。

「実績」欄には、当期利益のみ最近３か年間を記入することとし、その他は最近１か
４収支実績と計画 年を記入する。
及び資金運用計 「計画」欄には５か年間を記入する。
画 「事業収益」は、主要な主産物ごとに区分する。

「生産費用」は素育（雛、素豚、素牛等）代、飼料代、肥料代等主要な費目ごとに区
分する。

「主要取引先・取引条件」、「生産方式・技術指標等」及び「収支実績と計画の算出基
（収支実績と計画 礎」はなるべく詳細に記入する。
の基礎）

個人用の「２経営改善と所要資金」に準じて記入する。
５経営改善と所要
資金

個人用の「３負債及び償還計画」に準じて記入する。
６負債及び償還計
画

重要な変更の承認を受けようとする場合は、変更箇所を朱書きした農林漁業経営改
７重要な変更 善計画書を農林漁業経営改善計画変更承認申請書に添付し、都道府県知事に提出する

ものとする。

定款、規約、最近年次の業務報告書及び最近年次の財務諸表を添付する。
添付書類
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振興計画 法人・団体用

目標年次 経営改善計画に準じて記入する。

１事業計画の概要 事業目的・内容に関して簡潔に記入する。

２法人・団体の概 「構成員の状況」は経営改善計画・法人用に準じて記入する。
要 借地は内数を（ ）で記入する。

「樹園地」は作目別にみかん園、茶園等を記入する。
「採草放牧地」とは農地以外の土地で主として耕作又は養畜の事業のための採草又は
家畜の放牧に供されるものをいう。
「農林漁業用施設・機械等」の区分欄に具体的に建物、施設、機械等の名称を記入す
るとともに、「現況」欄及び「目標」欄に棟数、面積、台数等を記入する。

３施設等の整備事 施設規模又は機械の能力等について具体的に記入する。
業計画・資金計
画

４農林漁業振興と 農林漁業振興の措置が数か年にまたがる場合には、年次別に計画を記入する。なお、
所要資金 必要がある場合には、適宜年次の欄を追加して記入する。

「事業内容」の欄には、実施する事業の内容、施設等の構造、形式、能力等をなるべ
く詳細に記入する。
「事業量」欄には、棟数、面積、台数（大きさ別）、頭数等を記入する。
なお、農業機械化促進法施行令（昭和４０年政令第２０９号）第３条に規定する特

定高性能農業機械を購入する場合には、「事業量」欄に受託面積をも含めた利用面積
を（ ）で記入する。
「資金計画」のその他資金欄には、県単独の補助金、市町村単独の補助金等が交付さ
れる場合に記入する。
「関連事業」とは、本計画に関連し、農業近代化資金、自己資金等により実施する事
業とする。

５負債及び償還計 「新規借入金」とは、４の資金とする。
画 「既往借入金」とは、申請者のすべての既往の借入金とする。

６重要な変更 重要な変更の承認を受けようとする場合は、変更箇所を朱書きした農林漁業振興計
画書を農林漁業振興計画変更承認申請書に添付し、都道府県知事に提出するものとす
る。

７備考 事業計画が共同利用施設等の持分に係る場合には、当該施設等の管理運営計画等を
記入する。


